
島根県高等学校等専攻科修学支援金交付要綱

 （趣旨）

第１条 この要綱は、島根県立高等学校等の専攻科の生徒への修学支援について、必要な事項を定める

ものとする。

 （目的）

第２条 高等学校等専攻科修学支援金（以下「専攻科支援金」という。）は、次条の要件を満たす者に対

して、授業料相当額の支援を行うことにより、教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の機

会均等に寄与することを目的とする。

 （支給要件）

第３条 専攻科支援金は、島根県立高等学校等の専攻科に在籍する生徒であって次の各号の全てに該当

する者に支給する。

（１） 日本国内に住所を有する者

（２） 高等学校等専攻科を修了していない者

（３） 高等学校等専攻科に在学した期間が通算して２４月を超えない者

（４） 保護者等（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条に規定する保護者その他の生徒

の就学に要する経費を負担すべきものとして別に定める者をいう。）の経済的負担を軽減する

必要があると認められる者として、別に定める者。

（５） 高等学校専攻科の学科のうち、大学への編入学基準を満たす課程又は国家資格者養成課程を

有する専攻科に通う者。

 ２ 前項に規定する者が次の各号のいずれかに該当するときは、原則として、各号に定める時点から

支援の対象としない。

（１） 退学・停学（三ヶ月以上のものに限る。）の処分を受けた者 

処分を受けた日の属する月の翌月から

（２） 一の年度における修得単位数が学校の定める当該年度の標準修得単位数の５割以下の者

     翌年度の四月から

（３） 一の年度における出席率が５割以下の者 

翌年度の四月から

 ３ 校長は、翌年度も引き続き専攻科支援金の支給を受けようとする生徒が前項の（１）～（３）に

該当しないことを様式第２号により４月３０日までに報告しなければならない。

 （保護者等の経済的負担を軽減する必要があると認められる者）

第４条 前条第１項第４号で定める保護者等の経済的負担を軽減する必要があると認められる者とは、

保護者等の道府県民税所得割額と市町村民税所得割額の合計額が８５,５００円未満であること。

（支給限度額）

第５条 支給限度額は、月額９，９００円とする。

 ２ 専攻科支援金の支給期間は、最大２４月とする。

（申請手続き）



第６条 専攻科支援金の支給を受けようとする生徒は、受給資格認定申請書（様式第１号）に保護者等

の道府県民税所得割額と市町村民税所得割額を証明する書類（以下「課税証明書等」という。）を添

付して、島根県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）に提出しなければならない。

 ただし、別の方法により、生徒本人の受給の意思及び支給要件を確認することとした場合はこの

限りではない。

（受給資格者の決定）

第７条 教育長は、前条の規定による申請書の提出を受けたときは、速やかに当該申請を審査し、受給

資格認定通知書（様式第３号）または受給資格不認定通知書（様式第４号）により、通知するもの

とする。

（収入状況の届出）

第８条 受給権者に係る所得確認については、受給権者が、毎年度、課税証明書等を添付した「保護者

等の収入に関する事項」に係る届出書（様式第１号）を提出しなければならない。

   ただし、別の方法により所得要件を確認することとした場合はこの限りではない。

（支給）

第９条 専攻科支援金の支給停止申出書、支給停止通知書、支給再開申出書、支給再開通知書及び支給

決定（予定）通知書、の様式はそれぞれ様式第７号、様式第８号、様式第９号、様式第１０号、様

式第１３号とする。

  ２ 前６条及び前項の規定とするもののほか、専攻科支援金の支給については、就学支援金の支給

の例による。

（実績証明）

第１０条 専攻科支援金の支給実績証明を求める者は、支給実績証明書発行申請書（様式第１１号）に

より申請しなければならない。

（補足）

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、令和２年４月１５日から施行し、令和２年４月１日から適用する。


